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2020県労連確定闘争第３回幹事団交渉
独自号給の廃止提案を今期は押し返す！災害時の退勤時特別休暇の導入を回答！

会計年度任用職員制度の「定型的・補助的業務」、任用方法の見直しについて協議確約を！

県労連は1月14日、第3回幹事団交渉を行い、次のとおり一定の回答を引き出しました。
第3回幹事団交渉の到達点

〇災害時等の退勤時の特別休暇の導入

　2011年の東日本大震災以降、自治労県職労が強く要求してきた、災害時等の計画運休等に対応するための「退勤時の特別休暇」について、当局は導入を決断しました。

　また、災害時に水や食料を確保するための特別休暇（連続する7日間）や現行の自宅の滅失等に係る特別休暇に、単身赴任中の配偶者の自宅を加えることについても回答がありました。

〇独自号給の廃止提案の押し返し

　高齢層の生活を直撃する、給料表の県独自号給の廃止について、県労連の強い反対の声を受けて当局は、「見直すべき課題と認識しているが、今期の課題とせず遅くとも定年延長までに引き続き話し合っていきたい。」と回答しました。

引き続き追及する主な課題

〇コロナ禍での働き方改革について、コロナ対策本部や保健福祉事務所はじめ県庁も崩壊の危機にある。

応援職員を出している職場もひっ迫している。抜本的に業務を見直し、人員を注力しないと倒れる職員が続出しかねない。強いイニシアチブを発揮すべき。

〇コロナ対策で全庁一丸となっている中で、勤勉手当の成績率は凍結すべき。

〇職場で重要な役割を担う再任用職員の一時金の支給率や生活関連手当を現役職員と同様にすべき。

〇人材確保やのためにも、東京都や県内民間企業よりも低い初任給の改善など、若年層の賃金を改善すべき。

〇水防業務について、職員の労苦に報いるためにも、緊急参集と同様に、自宅出発時から勤務とすべき。

〇会計年度任用職員の任用方法、報酬決定の根拠となっている「補助的・定型的業務」の検証について、昨年度交渉の確認のとおり、確定終了後に小委員会できちんとした議論をすべき。

〇給与カーブの見直し逆提案について、「国や他県との均衡」というのであれば、昇任昇格や退職時の級も含めてトータルで比較検証すべきで、一部分だけをと引き下げる提案は到底容認できない。

〇給料表異動に伴う現給保障の廃止の逆提案について、コロナ禍で現場当事者との議論ができない中での提案は職場民主主義に反し、受け入れることはできない。


県労連決議文
私たち県労連5単組は、例年、確定交渉のヤマ場に向けて、団結と要求前進を図るため総決起集会を開催し、決議文の採択を行ってきました。今期は緊急事態宣言下のため、幹事会で決議文を確認し、当局に手交することにしました。

今期の県人事委員会勧告・報告は、新型コロナウイルス感染症の影響で、特別給と月例給に分離しての異例の勧告となりました。
特別給については10月28日に0.05月引き下げる勧告が行われました。先行して一時金に限定した交渉を実施し、11月5日に「今期交渉は月例給勧告後の交渉と一体のものである」「コロナ対応で奮闘する職員に応える交渉とする」ことを確認し、勧告に基づき条例改正することを了解しました。
月例給については、12月16日に据え置きの報告が行われ、併せて、国の給料表と異なる給与カーブの見直し、独自号給の見直しについても言及されました。
私たちは2020賃金確定要求として、働き方改革の確実な前進、新型コロナウイルス感染症対策のための業務見直しを含む体制強化、人材確保のための初任給改善、新採用・臨任職員への新幹線等通勤の適用、災害時等における退勤時の特別休暇創設、同一労働同一賃金に基づく会計年度任用職員制度の改善、不妊治療のための休業制度の創設などを要求し、交渉を進めています。
しかし、労務担当局長は私たちの切実な要求に応えないばかりか、「県民の関心」「総務省の指導」を理由に、人事委員会報告で触れられている給与カーブの見直し、独自号給の廃止と給料表異動に伴う現給保障の見直しを提案しています。
これは神奈川の実態とこの間の経緯を軽視し、国への追随を求めるもので、高齢層職員にとっては賃金の大幅な引き下げを意味し、到底看過できるものではありません。
賃金確定闘争にあたり、県当局は「自主交渉・自主決着」の基本姿勢を維持するとしました。行政職場でも教育職場においても、限られた人員で懸命に公務・公共サービスの維持に奮闘しています。その職員の期待に応えるために、労使相互で知恵を出し合い、納得できる合意点を導き出さなければ「自主交渉・自主決着」は成り立ちません。
私たち県労連3万組合員は、賃金・労働条件の改善と県民生活の維持向上に向け、2020賃金確定闘争を全力で闘い抜くことを決意します。
2021年1月14日
神奈川県職員労働組合連合協議会
県労連第３回幹事団交渉内容
	課題
	県労連の要求・主張・（当局逆提案）
	第２回交渉まで
	第３回交渉回答

	新型コロナウイルス感染症対応
	・地方交付税をはじめ地方財政対策の一層の強化を国に要望すること。

・新型コロナウイルス感染症対応での手当を増額すること。また新たに生じている業務に対しての支給や支給要件の改善を行うこと。

・新型コロナウイルス感染症対応等にかかるオンコール手当を新設し、支給すること。

・全庁を挙げて新型コロナウイルス対策に取り組む中、全ての職員の奮闘に応えるため、勤勉手当の成績率を凍結とすること。
	【組合】・現局はもちろん、応援職員を送り出している所属もギリギリの状況で奮闘している。全職員のモチベーションを維持するためにも、少なくともコロナが終息するまでは勤勉手当の成績率は凍結すべきだ。
・今般のコロナ禍の混乱の中、出勤要請があったので翌日出勤したところ、実は前日夜間に解除されており、時間外手当も支給されないという事例があった。

・学校現場はもちろんのこと、一般の職場においても感染症対策に相当の負担が生じている。条件付きでもよいので、手当化を追求するべきではないか。

【当局】・オンコール手当の考え方は前回の回答の通りだが、コロナ禍の状況でどのような工夫ができるか考えたい。
	・児童福祉司の処遇改善は、既に特勤手当で措置しておりこれ以上は困難。



	賃金・諸手当
	・基本賃金についてはすべての職員の生活改善につながる水準に引き上げること。
・通勤手当については、すみやかに全額支給とするとともに、経路や時間を含んだ通勤手当の認定条件の改善を図ること。また、認定にあたっては本人申請を基本とし、経済性のみを優先した不合理な認定を行わないこと。さらに変更要件について介護などの事由でも可能とすること。
・異動要件にあたらない新採用職員や臨時的任用職員についても高速道路等の特別料金を利用する者に支給すること。
・災害時等の「オンコール手当」を新設するとともに、呼び出し時から勤務とすること。
	【組合】・介護や住宅ローン、子の進学等で多額の出費を抱える高齢層を直撃する独自号給の廃止は到底受け入れられない。
・給与カーブの見直し提案も含め、当局の逆提案は生活の破綻を招きかねない。即時撤回するべきだ。

【当局】・給与カーブの在り方は、勧告でも高齢層の給与水準が国より高いため、若年層への再配分を検討するよう指摘している。見直しを実施した場合の再配分の方法については、今交渉では話し合いたい。

・号給追加の見直しも、国や他県との均衡を考慮すると、制度の見直しは必要と考える。

・給料表異動に伴う現給保障について、採用時に行政部局への配属も周知していることから、想定外の異動には当たらない。本件は改めて資料を用いて、詳細な説明を小委員会で行いたい。
	・月例給については財政状況をしばらく注視したい。

・独自号給については、見直すべき課題と認識しているが、今期の課題とせず定年延長までに引き続き話し合っていきたい。

・給与カーブの見直しについては、配分を含めて今確定期の中で話し合っていきたい。

・給料表異動については、小委で詳細を説明したい。

	再任用職員、臨時的任用職員、会計年度任用職員の賃金労働条件
	・再任用職員の一時金の支給月数、生活関連手当支給を常勤と同様にすること。
・臨時的任用職員の年次休暇を常勤職員と同水準に改善すること。
・会計年度任用職員の任用、雇用、基本報酬、格付け、扶養・住居手当などの生活関連手当の支給、労働条件について引き続き改善していくこと。また、退職慰労金制度を検討すること。

・常勤と異なる会計年度任用職員の休暇・休業制度は同一労働同一賃金の観点から改善すること。
	【組合】・再任用職員の多くは、現役と同様かそれ以上の働きをしている。一時金支給率や生活関連手当は常勤と同等にすべきだ。
・昨年度の交渉で確認した、「名簿登載方式」を含む任用方法の見直しについて、協議の場を設けること。

・同じく昨年度の交渉で継続協議としている「定型的・補助的業務」の検証についても速やかに実施し、該当しない業務については報酬の格付けの見直しを行うこと。

【当局】・再任用については、制度導入時に生活関連手当は支給しないとしたが、現在の民間の動向も含め考慮する必要がある。

・「定型的・補助的業務」に当たらない事例があれば、具体的に知らせてほしい。また、任用方法の在り方についても引き続き話し合っていきたい。
	・臨任職員の年休を常勤並みとすると任期の中で35日となり、常勤との均衡を失する。拡充は困難。

・臨任職員の初任給の1年未満の経験反映については、常勤と同様とすると財政への影響大。どのような対応ができるか考える。



	労働時間の短縮・休暇制度の拡充
	・テレワークやサテライトオフィスについて、トライアルの検証をし、制度の充実をはかること。また、必要な条件整備もはかること。
・仕事と不妊治療の両立支援に向け、環境整備をすること。とりわけ、休業制度の創設を行うこと。
	【組合】・最近のコロナ第三波を受け、対策本部のみならず応援を送り出す所属もギリギリの状態だ。不要不急業務の中止などに取り組んでいるというが、職員も命がかかっている。
・現場が業務中止を決断できないのは、一度中止したら今後予算措置がされないとの不安があるから。コロナ終息後はしっかり措置するとの情報発信を行うべきだ。

・当事者の心的負担軽減のためにも、不妊治療の休業制度創設は早急に実現を。

【当局】・1月1日付で対策本部室や健康医療局等の体制を強化し、新規職員も前倒しで採用した。さらなる増員に向けても調整中だ。

・業務中止等が進まない実態について、私たちも危惧している。どういう業務を中止すべきか具体例を示すなど、実効あるものにすべく検討したい。
	・コロナ下の働き方については、見直しは不可欠。所属で見直す業務を検討できるようにしたい。
・水防等、災害時の時間外勤務の改善について、機動的な人の配置も含めて考えていきたい。
・不妊休業については法令上規定されておらず困難。短期の対応については療休の範囲・手続きで何らかの工夫を検討したい。

	災害時等対応
	・水防業務を緊急参集と同様、自宅出発時から勤務とすべきだ。
・計画運休などに対応するための退勤時における特別休暇制度を確立すること。
	【組合】災害時における計画運休に対応するため、退勤時の特別休暇を創設すべき。交通網が遮断されれば帰宅は困難になる。
【当局】・退勤時特別休暇については、他の多くの自治体で措置済みか導入予定とのこと。条例提案が必要であり、悩ましい課題。
	・水防業務は、業務指示をしていないため、勤務時間とすることは困難。

・退勤時特別休暇等を導入する。

	仕事家庭の両立支援
	・育児休業・介護休暇の手当金支給は全期間を対象とすること。
・育児休業・介護休暇について男性の取得を促進するため、支援制度を確立すること。
	【組合】・介護休暇の拡充・延長や介護短時間勤務の創設を検討すべき。また、男性の育休取得推進の県の方針を示す必要がある。
【当局】・職員行動計画の改定作業を進めているところ。諸課題について本交渉で話し合いたい。
	・職員行動計画の改定について、確定後にしかるべき場で話し合いたい。
・介護への対応についてはできるものは今期確定で。

	人材の確保及び育成
	・初任給決定基準の改善を図り、すべての給料表で初任給を４号給引き上げること。
・人材確保の観点から、県職員の合格者向け説明会や採用予定者説明会等に参加する際、旅費等を支給すること。
	【組合】・人材確保の観点からの初任給引き上げのほか、採用説明会の旅費支給などを行えば県の評判が広がり、効果が期待できるのでは。
【当局】・初任給が低いという認識はないが、どうした対応が可能か様々な点で検討したい。
	・新幹線通勤は、制度導入時からの取り扱いで財政状況からも困難。
・新採の処遇改善は人材確保の観点で大切。少しでも改善できることを考える。


1月20日（水）県労連ヤマ場交渉！








